
資 料 ７
令 和 ４ 年 度 第 ２ 回

関 東 地 方 整 備 局

事 業 評 価 監 視 委 員 会
（再評価）

令和４年９月１４日

国土交通省 関東地方整備局

一般国道14号
両国拡幅



目 次

１．事業の概要 ･････････････････････････････････ １

２．事業の進捗状況と見込み等 ･････････････････ ２

３．事業の投資効果 ･･･････････････････････････ ７

４．関連自治体等の意見 ･･･････････････････････ １５

５．今後の対応方針（原案） ･････････････････････ １６



35.0

21.0 5.05.0 2.0 2.0

• 交通混雑の緩和
• 交通安全の確保
• 大規模震災時の緊急輸送道路の確保

１．事業の概要

平 面 図

計画概要

目 的
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（１） 事業の目的と計画の概要

• 国道14号両国拡幅は、東京都中央区東日本橋から墨田区緑までの延長約1.9kmの幹線道路。
• 本事業区間には、JR総武線、首都高速小松川線が並行しており、墨田区の人口集中地域を通過。

（単位：m）
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幅員29.3～35.0m
：６車線
：47,900～59,900台/日
：平成10年度
：約250億円（前回：約250億円）

計画延長・幅員

車 線 数
計 画 交 通 量
事 業 化
全 体 事 業 費

事 業 区 間：自）東京都中央区東日本橋二丁目

至）東京都墨田区緑四丁目

とうきょうと ちゅうおうく ひがしにほんばし
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再評価対象区間

国道14号両国拡幅
延長1.9km

H27全国道路・街路交通情勢調査
（平日24時間）

主要渋滞箇所
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（１） 事業の進捗状況
１） 事業の経緯
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緑一丁目交差点改良
（左折専用レーン整備）
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写真 江東橋付近の状況

拡
幅
済
区
間

（６
車
線
）

整
備
前
区
間

（４
車
線
）

江東橋

至 船橋市

至 日本橋

両国二丁目
交差点区間
延長 0.5km
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S38年度
江東橋以東
６車化

S30年度
両国橋以西
６車化

H27全国道路・街路交通情勢調査
（平日24時間）

主要渋滞箇所

計画交通量

都市計画事業承認区間 都市計画事業承認区間

47,900台/日

39,539台/日59,900台/日

51,935台/日

○昭和21年３月 ： 都市計画決定（幅員50m）

○昭和39年２月 ： 都市計画変更（幅員変更50m→35m）

土工部全区間

○昭和56年２月 ： 都市計画変更
（立体構造廃止 緑一、緑三交差点）

○昭和57年12月 ：都市計画変更
（全交差箇所隅切長変更）

○平成10年度 ：事業化

○平成24年度 ：用地買収着手（緑一丁目交差点区間）

○平成30年５月 ：都市計画事業承認
（緑三丁目交差点区間、両国二丁目交差点区間）

○平成30年度 ：用地着手（緑三丁目交差点区間

○令和元年度 ：用地着手（両国二丁目交差点区間）

○令和２年５月 ：緑一丁目交差点左折専用レーン整備
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※令和4年3月末時点

用地

工事

用地

用地取得率
27％（全体）

工事

用地取得率
11％（全体）

前回
評価時

H29

今回
評価時

R4

工事完了・用地取得済

工事中・用地取得中

工事未着手・用地未取得

（１） 事業の進捗状況
２） 前回事業評価以降の主な整備状況

• 用地取得率は、約２７％（令和４年３月末時点）。
• 両国二丁目交差点区間、緑三丁目交差点区間は平成30年5月に都市計画事業承認され、全区間用地買収に着手。
• 東京オリンピック開催前の令和２年５月に主要渋滞箇所である緑一丁目交差点左折専用レーンを整備。

N

14

319

6

再評価対象区間

国道14号両国拡幅
延長1.9km

緑一丁目交差点改良
（左折専用レーン整備）

主要渋滞箇所

両
国
二

緑
一両

国
三

緑
三緑

二

江
東
橋

両
国
橋

緑一丁目
交差点区間
延長 0.6km

緑三丁目
交差点区間
延長 0.6km

両国二丁目
交差点区間
延長 0.5km

463

事業中区間
高速道路
一般国道
主要地方道
一般都道
区道

【0%】 【37%】 【0%】

【10%】 【54%】 【12%】

両国橋
延長
0.2km

H30.5
都市計画事業承認区間

H30.5
都市計画事業承認区間
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（１） 事業の進捗状況
３） 緑一丁目交差点左折専用レーンの整備効果

• 令和２年５月に緑一丁目交差点左折専用レーンを整備。
• 歩行者横断待ちの左折車が後続車の走行を阻害。左折専用レーン整備により交通渋滞が緩和、左折事故が減少。

凡例
直進車：
左折車：

至

船
橋
市

至

日
本
橋

整備前

整備後

左折専用レーン整備前後の交通状況

左折専用
レーン整備

左折専用レーン整備後

緑一丁目交差点左折専用レーン整備の効果
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その他事故
左折時事故

事
故
件
数
（
件

/
年
）

▼事故件数の変化

整備前 4.2件/年
（うち左折1.7件/年）

整備中 2.5件/年
（うち左折0.4件/年）

整備後 1.0件/7ヶ月
（うち左折0.0件/7ヶ月）

注1）緑一丁目交差点の事故
注2）その他事故：車両単独、右折時、進路変更、追い抜き、追突、人対車両

データ）交通事故データ(H21～R02)

旅
行
速
度
（k

m
/h
）

下
り

［両国三丁目交差点～緑一丁目交差点区間］

▼旅行速度の変化

旅
行
速
度
（
km

/h
）

上
り

［緑一丁目交差点～緑一丁目東交差点区間］

整備前
整備後

データ）ETC2.0プローブデータ（整備前：H30.8(平日)、整備後：R2.8(平日)

上下線ともに
速度向上

至

船
橋
市

至

日
本
橋

左折専用レーン整備前

左折専用レーン整備

左折専用レーン整備

①歩行者横断待ちの
左折車が直進車を阻害

②左折車を避けた車両が隣の車線へはみ出し、
交通混雑及び事故の恐れ

左折車の阻害が解消し、
直進車の滞留が削減

左折車の阻害が解消し、
直進車の滞留が削減
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（２） 社会情勢等の変化
１） 国道14号の交通状況等

浅
草
橋

N

7

データ）ETC2.0プローブデータ（R3.4～R4.3 全日）、交通事故データ（H29～R2）

通学路
資料：墨田区通学路マップ

交通事故

死傷事故率
（件/億台キロ）

両国三丁目交差点の渋滞状況（朝ピーク）

至 日本橋

至船橋市

撮影：R4.2
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• 両国拡幅区間は、主要渋滞箇所に特定されている緑一丁目交差点及び緑三丁目交差点を先頭に速度低下。
• 緑１丁目交差点の左折専用レーンを整備したが、以前として速度低下が発生。
• 死傷事故発生状況は、渋滞に起因する追突事故が約４割を占める。
• 両国拡幅の整備により、交通の円滑化が図られ、交通渋滞の緩和、追突事故の減少が見込まれる。
• 地元情勢の変化等、事業を巡る社会情勢等に変化は見られない。
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データ）交通事故データ（H29～R2）
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２．事業の進捗状況と見込み等
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（S21）

～
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～
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（S55）

～
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（S57）

～
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（H10）
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（H11）

～
2007
（H19）

～
2009
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2010
（H22）

～
2012
（H24）

～
2017
（H29）

2018
（H30）

2020
（R1）

2020
（R2）

2021
（R3）

2022
（R4）

2023以降
（R5以降）

事業着手
都市計画
決定

都市計画
変更

都市計画
変更

都市計画
変更

事業化
都市計画
事業承認

（両国二・緑三区間）

測量・調査・設計

設計・用地説明
事業計画
説明会実施
（全体）

設計用地
説明会実施
（緑一区間）

設計用地
説明会実施
（緑一区間）

設計用地
説明会実施

（両国二・緑三区間）

両国橋 工事

両国二丁目
交差点区間

用地

工事

緑一丁目
交差点区間

用地

工事 緑１丁目交
差点改良

緑三丁目
交差点区間

用地

工事

Ｈ１１

R１

Ｈ３０

Ｈ２４

現在前回再評価時

6

• 平成24年に緑一丁目区間の用地着手をし、マンションにおいて不在者等を理由に用地交渉が難航。
• その後、用地取得進捗を図るべく、平成30年に両国二丁目及び緑三丁目区間を都計事業承認により用地着手。
• 用地調査後、マンション所有者の中に外国籍の海外居住者もいることが判明し、用地交渉に時間を要している。
• これまでの用地取得状況では、用地取得に長期間を要しているため、用地交渉に係る体制強化を図りつつ、
事業期間を令和４年度から令和12年度に延伸。

• 用地取得は、約27％（面積ベース）となっているが、地価の高騰等により用地費の約40％を執行済み。残る区間を
実買収価格 （標準地価格）で試算すると、約100億円の不足が見込まれる。今後、進捗に合わせ見直し予定。

（３） 事業の見込み等
１） 事業進捗の見込みの視点



資料）首都直下地震道路啓開計画 （八方向作戦）
（国土交通省関東地方整備局HP）

車線数増加により
避難・物資輸送等の路線確保

7

• 当該路線は、東京都の特定緊急輸送道路※1に指定。
• 関東地方整備局では、首都直下地震が発生した際、八方向毎に優先啓開ルートを設定する八方向作戦を計画して
おり、当該路線は、北東方向の道路啓開候補路線に選定。

• 東京都防災会議の被害想定では、首都直下地震時に墨田区では約６万人の帰宅困難者が発生するとされている。
• 震災等が発生した際は、特定緊急輸送道路として消火、救命活動を行うスペース、緊急輸送や一時避難施設への
移動を円滑に行うための幅員を確保。

震災により

災害時に発揮する機能

３．事業の投資効果
（１） 防災ネットワークの強化

※1）災害直後から、避難・救助をはじめ、物資供給等の応急活動のために、緊急車両の通行を確保すべき重要な路線
で、高速自動車国道や一般国道及びこれらを連絡する基幹的な道路。
特定緊急輸送道路とは、緊急輸送道路のうち、特に沿道建築物の耐震化を図る必要があると東京都が認めるもの。

東

新東名

外環

R246

尾
久
橋
通
り

羽田
空港

成田
空港

外堀通り

西

北

方向
道路啓開
候補路線

南
首都高湾岸線
首都高横羽線
国道15号、国道1号

南西
東名高速、第三京浜
首都高3号線
国道246号

西
中央道
首都高4号線
国道20号

北西
関越道、首都高5号線
国道17号、国道254号
目白通り

北
東北道
首都高川口線
国道4号、国道122号

北東

常磐道、首都高6号線
国道6号
京葉道路、首都高7号線
国道14号

東
首都高湾岸線
東関東道
国道357号

南東 東京湾アクアライン

八方向作戦の道路啓開候補路線
表 八方向別の

道路啓開候補路線

凡例
・道路啓開候補路線

国道
高速道路（ＮＥＸＣＯ）
首都高速
都道

西方向
北西方向
北方向

（直轄）
都心
南方向
南西方向

・備蓄場所

北東方向
東方向
南東方向

（ＮＥＸＣＯ）
東日本
中日本

両国拡幅

現況 ６車線拡幅後

N



• 両国拡幅区間を走行する貨物車の発着量は、半数が国道14号周辺地域（江戸川区・江東区・千代田区・墨田区・中
央区）、残り半数が都内広範囲や県外であり、当該区間は都内における東西物流を担う重要路線。

• 周辺地域の主な産業は、印刷業、化学工業、食料品、金属製品や鉄鋼業など多岐にわたり、これら産業の製造品出
荷額等は都内の約２割を占める。

• 両国拡幅整備により、大型物流車両の走行性向上、物流輸送や打合せなどの移動時間短縮にともなう労働時間短
縮・生産性向上に寄与。

３．事業の投資効果
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（２） 地域産業・物流輸送の支援

両国拡幅区間を走行する貨物車両の発着地

再評価対象区間

国道14号
両国拡幅

江東区

墨田区

中央区

港区

目黒区

渋谷区

新宿区

千代田区

荒川区

豊島区

文京区
台東区

葛飾区

江戸川区

千葉県

両国拡幅区間を通行した
貨物車両の発生集中量を
図化

製造品
出荷額等
8,329億円

印刷・同関連業
20％

金属製品
10％

食料品
11％

生産用機械器具
6％

鉄鋼業
5％

その他
27％

資料）2020東京の工業
（2020年工業統計調査報告（2019年実績））

注）自治体別の産業での秘匿は「その他」に計上

■周辺地域の主産業（シェア５％以上）

化学工業
20％

窯業
・土石製品

5％ 0%

50%

100%

周辺地域において
５％以上となる産業は
都内の約2割を占める

都内その他
78％

■周辺地域5％以上産業の
都内シェア

周辺地域
22％

20%

9% 8% 8%
6%

5%
4%

2% 2% 2% 2% 1% 1%

11%

9%

3%
1%

3% 3%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

江
戸
川
区

江
東
区

千
代
田
区

墨
田
区

中
央
区

新
宿
区

港
区

文
京
区

葛
飾
区

台
東
区

渋
谷
区

杉
並
区

世
田
谷
区

東
京
そ
の
他

市
川
・浦
安
方
面

船
橋
方
面

千
葉
県
そ
の
他

神
奈
川
方
面

埼
玉
方
面

■両国拡幅区間を走行する車両の発生集中量（n=45,997）

発
生
集
中
量
割
合
（
n
=
4
5
,9

9
7
）

周辺地域の
発着が約51％

周辺地域だけでなく
都内広範囲や県外の発着が約49％

データ）ETC2.0プローブデータ （R2.10 全日 24時間）
注）貨物車両を対象とし、発生集中量を集計

200 ～
100 ～ 200
50 ～ 100
20 ～ 50

発生集中量

データ）ETC2.0プローブデータ （R2.10 全日 24時間）
注）貨物車両を対象とし、1km四方の発生集中量を集計

N

周辺地域の産業（製造業）



３．事業の投資効果【再掲】
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（３） 緑一丁目交差点左折専用レーンの整備効果

0
10
20
30

0
10
20
30

大 貨
・

特 定 中 貨

大貨
・

特定中貨

大 貨
・

特 定 中 貨

大貨
・

特定中貨

• 令和２年５月に緑一丁目交差点左折専用レーンを整備。
• 歩行者横断待ちの左折車が後続車の走行を阻害。左折専用レーン整備により交通渋滞が緩和、左折事故が減少。

凡例
直進車：
左折車：

至

船
橋
市

至

日
本
橋

整備前

整備後

左折専用
レーン整備

左折専用レーン整備後

緑一丁目交差点左折専用レーン整備の効果

5
1

3 3 2 3
12

2

5 2

2
4

2

2

2
2

1 2 10
2
4
6
8

その他事故
左折時事故

事
故
件
数
（
件

/
年
）

▼事故件数の変化

整備前 4.2件/年
（うち左折1.7件/年）

整備中 2.5件/年
（うち左折0.4件/年）

整備後 1.0件/7ヶ月
（うち左折0.0件/7ヶ月）

注1）緑一丁目交差点の事故
注2）その他事故：車両単独、右折時、進路変更、追い抜き、追突、人対車両

データ）交通事故データ(H21～R02)

旅
行
速
度
（
km

/h
）

下
り

［両国三丁目交差点～緑一丁目交差点区間］

▼旅行速度の変化

旅
行
速
度
（k

m
/h
）

上
り

［緑一丁目交差点～緑一丁目東交差点区間］

整備前
整備後

データ）ETC2.0プローブデータ（整備前：H30.8(平日)、整備後：R2.8(平日)

上下線ともに
速度向上

至

船
橋
市

至

日
本
橋

左折専用レーン整備前

左折専用レーン整備

左折専用レーン整備

①歩行者横断待ちの
左折車が直進車を阻害

②左折車を避けた車両が隣の車線へはみ出し、
交通混雑及び事故の恐れ

左折車の阻害が解消し、
直進車の滞留が削減

左折車の阻害が解消し、
直進車の滞留が削減

左折専用レーン整備前後の交通状況



再評価対象区間

国道14号
両国拡幅

凡例(昼間12時間自転車交通量)

3000台以上
2000-3000台
1000-2000台
500-1000台
500台未満
自転車通行規制区間

センサス区間別の自転車交通量

自転車利用が多く周辺に駅の立地がある箇所

３．事業の投資効果
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（４） 歩行者・自転車の通行空間確保

国技館

江戸東京博物館

自転車通行空間の整備状況

至

日
本
橋

資料）墨田区観光HP ぶらり両国街歩きツアー両国歴史コースを参考に作成

すみだ
北斎美術館

国技館

旧両国広小路

再評価対象区間

江戸東京
博物館

旧安田庭園

刀剣博物館

江島杉山神社

勝海舟生誕地

芥川龍之介生育の地

両国観光
案内所

ブレーキ博物館

乾燥木材工芸資料館

すみだ江戸切子館

芥川龍之介文学碑

吉良邸跡

7

14

6

至

船
橋
市

国道14号両国拡幅6

315
315

319

465

台東区

墨田区

江東区

463

両国拡幅周辺の観光施設 拡幅による歩行者・自転車の通行空間の確保

整備前

整備後
35.0

21.0 5.05.0 2.0 2.0

27.0

18.04.5 4.5

• 国土交通省は「東京23区内における直轄国道の自転車通行空間の整備計画（令和3年2月）」を策定し、両国拡幅の
区間は今後概ね3年間で整備する優先区間に隣接し、事業の進捗と併せ自転車通行空間を整備することとしている。

• 両国拡幅区間は、自転車利用者が多く、約3,200台/12hの自転車が通行。
• 周辺には観光施設が点在、両国拡幅の整備により歩行者・自転車の通行空間が確保され、安全・快適性が向上。

両国拡幅区間の自転車利用状況

再評価対象区間

国道14号
両国拡幅

連続した整備が可能な区間
（整備延長：約60km想定）

整備検討対象区間
（自転車通行区間の確保に取り組む区間）
整備済み区間
自転車の通行規制区間
道路の拡幅事業等が推進中の区間

N N

N

国技とされる大相撲が行われる

江戸・東京の歴史が展示される

写真提供：PIXTA

写真提供：PIXTA



東京都立墨東病院

両国拡幅

7

7

東京都救命救急センターでは、生命危機を伴う重症及び複
数の診療科領域にわたる重篤な救急患者を都内の消防機
関からの要請に基いて受け入れている

救命救急センター

【凡例】30分到達圏域

開通前
開通後（圏域拡大）

3分圏域
5分圏域
10分圏域

6

14

17

254

20

4

357

1

246

15

14

1

7

6

C2

5

3

2

C2

C1

9

10

12

B

C3

1

4

• 東京都内は、今後の高齢化社会にともなって医療需要が全国と比べて一層増加すると予測。
• 両国拡幅の整備により、救命救急センターへの搬送時間が短縮。搬送時間短縮によるカバー人口の拡大は約34万
人であり、地域の医療体制の充実を支援。

３．事業の投資効果
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（５） 救急医療サービス向上の支援

拡幅整備による救急搬送の効率化

両国拡幅区間はピーク時間の渋滞がひどいため
通過に時間を要しています。
６車線に拡幅されれば、今以上に迅速な救急搬
送が可能になります。 （出典 東京消防庁ヒアリング）消防局

【カーラーの救命曲線】

①心臓停止後 約 3分で50%死亡
②呼吸停止後 約10分で50%死亡
③多量出血後 約30分で50%死亡

心臓停止、呼吸停止、大量出血の
経過時間と死亡率の目安

東京都救急救命センター「東京都墨東病院」の搬送３０分圏域（整備後）

データ）ETC2.0プローブデータ（R3.10 平日12時間平均）
注1）開通後は、両国拡幅区間を設計速度60kmとして算出

データ）該当するメッシュ単位の人口
（平成27年度国勢調査）を集計

2 2
4 5 33 38 

285 
313 

0

100

200

300

400

整備前 整備後

人
口
（万

人
）

約34万人増加

■30分圏域のカバー人口

324
359

東京都立墨東病院
【３次救急医療体制】
•隅田川以東の地域で唯一の救命救急センターを設置し、
専任スタッフにより24時間体制で救命処置の必要な３次救
急患者の受け入れを行っている。（24床及び後方病床）

出典）東京都立墨東病院HP を一部編集

【実績】
•区東部保健医療圏（墨田区、江東区、江戸川区）における
唯一の救命救急センター。
•３次救急搬送患者受入件数は都内第1位。
•救急車搬送患者の受入件数は全国でトップクラス。

東京都墨東病院への
30分圏域が増加

（拡大圏域人口約34万人）



■総便益(B)

■総費用(C)

道路事業に関わる便益は、令和22年度の交通量を、整備の有無それぞれについて推計し、
「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上。

３．事業の投資効果
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１)計算条件
〔今回〕

・基準年次 ：令和4年度

・分析対象期間 ：開通後50年間

・基礎データ ：平成27年度
全国道路・街路交通情勢調査

・交通量の推計年次 ：令和22（2040）年度

・計画交通量 ：47,900～59,900（台/日）

・事業費 ：約250億円

・総便益（Ｂ） ：約379億円［約1,131億円］

・総費用（Ｃ） ：約247億円［約267億円］

・費用便益比（Ｂ/Ｃ） ：1.5

注）便益・費用について、［ ］内の値は基準年次における現在価値化前を示す。

（６） 費用便益分析

・基準年次 ：平成26年度

・分析対象期間 ：開通後50年間

・基礎データ ：平成17年度
全国道路・街路交通情勢調査

・交通量の推計年次 ：平成42（2030）年度

・計画交通量 ：49,100～54,200（台/日）

・事業費 ：約250億円

・総便益（Ｂ） ：約343億円［約946億円］

・総費用（Ｃ） ：約208億円［約260億円］

・費用便益比（Ｂ/Ｃ） ：1.7

〔前回〕



３．事業の投資効果
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２)事業全体

３)残事業

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費減少
便益

交通事故減
少便益

総便益
費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
344億円 24億円 10億円 379億円［1,131億円］

費用(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

1.5
237億円 10億円 247億円［267億円］

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費減少
便益

交通事故減
少便益

総便益
費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
344億円 24億円 10億円 379億円［1,131億円］

費用(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

3.4
102億円 10億円 112億円［158億円］

注１）便益・費用については、令和4年度を基準年度とし、社会的割引率を４％として現在価値化した値、［］内の値は基準年次における現在価値化前を示す値である。
注２) 費用便益比算定上設定した完成年度は令和12（2030）年度である。
注３）便益算出時の原単位は、費用便益分析マニュアル（令和4年2月）の令和2年原単位を適用。
注４）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。



３．【参考】事業の投資効果（H29原単位）
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２)事業全体

３)残事業

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費減少
便益

交通事故減
少便益

総便益
費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
320億円 24億円 6.6億円 350億円［1,053億円］

費用(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

1.4
237億円 10億円 247億円［267億円］

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費減少
便益

交通事故減
少便益

総便益
費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
320億円 24億円 6.6億円 350億円［1,053億円］

費用(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

3.1
102億円 10億円 112億円［158億円］

注１）便益・費用については、令和4年度を基準年度とし、社会的割引率を４％として現在価値化した値、［］内の値は基準年次における現在価値化前を示す値である。
注２) 費用便益比算定上設定した完成年度は令和12（2030）年度である。
注３）便益算出時の原単位は、費用便益分析マニュアル（平成30年2月）の平成29年原単位を適用。
注４）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。



４．関連自治体等の意見

〈東京都知事からの意見〉

本事業は、渋滞緩和や防災性の向上に資する重要な事業である。
このため、必要な財源を確保し、早期完成に向け、事業を推進されたい。
また、事業実施にあたっては、コスト縮減を図るなど、より効率的な事業推進に努めること。
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（１） 東京都からの意見



（２）事業進捗の見込みの視点

（３）対応方針（原案）

（１）事業の必要性等に関する視点

５．今後の対応方針（原案）
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• 両国拡幅は、国道14号東京都内区間の中で、都市計画（６車線）の未整備区間として残っている区間である。
• 主要渋滞箇所に特定されている緑一丁目交差点及び緑三丁目交差点の交通の円滑化が図られ、より一層の交通渋滞の緩
和、渋滞に起因する追突の減少が見込まれる。

• 両国拡幅区間は、特定緊急輸送道路に指定されており、緊急車両などが消火活動、救命活動を行うスペースと円滑な緊急
輸送を確保。一時避難施設への円滑な避難や、物資輸送等を担う道路として、帰宅困難者を支援。

• 大型物流車両の走行性向上、物流輸送や打合せなどの移動時間短縮にともなう労働時間短縮・生産向上に寄与。
• 歩行者・自転車の通行空間が確保され、安全・快適性が向上。
• 救命救急センターへの搬送時間が短縮し、地域の救急搬送を支援。
• 費用便益比（B/C）は、1.5。

• 昭和21年３月に都市計画決定、平成10年度に事業化。
• 東京オリンピック開催前の令和２年５月にオリパラに合わせて緑一丁目交差点左折専用レーンを整備。
• 両国二丁目交差点区間、緑三丁目交差点区間は、平成30年度に都市計画事業承認され、全区間用地買収に着手。
緑三丁目交差点区間は平成30年度、両国二丁目交差点区間は令和元年度から用地着手。

• 当該事業の用地取得は、約27％（令和４年３月末時点）
• 平成24年に緑一丁目区間の用地着手をし、マンションにおいて不在者等を理由に用地交渉が難航。
その後、全体区間の用地取得進捗を図るべく、平成30年に両国二丁目及び緑三丁目区間を都計事業承認により用地着手し
たところ、分譲マンションや賃貸テナントが多数存在し、マンション所有者の中に外国籍の海外所有者もいることが判明。
緑一丁目区間と同様、用地交渉が難航し、時間を要している。これまでの用地取得状況では、用地取得に長期間を要してい
るため、用地交渉に係る体制強化を図りつつ、事業期間を令和４年度から令和12年度に延伸。

• 用地進捗に伴い、地元から事業に対する早期整備要望もあり、６車線開通を目指し、用地取得、工事を推進。

• 事業継続とする。
• 国道14号は、東京都中央区から千葉県千葉市を連絡する主要幹線道路であり、交通渋滞の緩和や防災ネットワー
クの機能強化の観点から、事業の必要性・重要性は高く、早期の効果発現を図ることが妥当と考える。


